
歳歳　　　　  入入　　  　　歳歳  　　　　出出  　　　　決決
ここどどもも未未来来局局

　　一一　　般般　　会会　　計計

((歳歳　　　　入入））

款 項

１

１

１

２

１

１

２

２

３

２

１

１

２

２

１

１

１

４

１

１

２

１

財 政 調 整 基 金 繰 入 金

特 別 会 計 繰 入 金

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

特 別 会 計 繰 入 金

基 金 繰 入 金

県 負 担 金

民 生 費 県 負 担 金

県 補 助 金

民 生 費 県 補 助 金

財 産 収 入

財 産 運 用 収 入

財 産 貸 付 収 入

寄 附 金

寄 附 金

民 生 費 寄 附 金

繰 入 金

県 支 出 金

使 用 料 及 び 手 数 料

使 用 料

民 生 使 用 料

国 庫 支 出 金

国 庫 負 担 金

民 生 費 国 庫 負 担 金

国 庫 補 助 金

民 生 費 国 庫 補 助 金

委 託 金

民 生 費 委 託 金

目

分 担 金 及 び 負 担 金

負 担 金

民 生 費 負 担 金

科　　          　　　　目
予   算   現   額 調     定     額
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歳歳　　　　  入入　　  　　歳歳  　　　　出出  　　　　決決
ここどどもも未未来来局局

　　一一　　般般　　会会　　計計

((歳歳　　　　入入））

款 項

１

１

１

２

１

１

２

２

３

２

１

１

２

２

１

１

１

４

１

１

２

１

財 政 調 整 基 金 繰 入 金

特 別 会 計 繰 入 金

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

特 別 会 計 繰 入 金

基 金 繰 入 金

県 負 担 金

民 生 費 県 負 担 金

県 補 助 金

民 生 費 県 補 助 金

財 産 収 入

財 産 運 用 収 入

財 産 貸 付 収 入

寄 附 金

寄 附 金

民 生 費 寄 附 金

繰 入 金

県 支 出 金

使 用 料 及 び 手 数 料

使 用 料

民 生 使 用 料

国 庫 支 出 金

国 庫 負 担 金

民 生 費 国 庫 負 担 金

国 庫 補 助 金

民 生 費 国 庫 補 助 金

委 託 金

民 生 費 委 託 金

目

分 担 金 及 び 負 担 金

負 担 金

民 生 費 負 担 金

科　　          　　　　目
予   算   現   額 調     定     額

歳歳　　　　  入入　　  　　歳歳  　　　　出出  　　　　決決 算算　　　　  額額　　  　　状状　　  　　況況  　　　　表表

(単位：円)

保育所保育費負担金　　　　　1,914,864千円

還付未済額　　　　　　　　　  1,175,100円

公立保育所使用料　　　　　  　714,714千円

還付未済額　　　　　　　　　　　281,690円

施設型給付費収入　　　　 　12,216,085千円

児童手当収入　　　　　 　　10,309,457千円

子ども・子育て支援交付金収入

　　　　　　　　　        　1,030,938千円

施設型給付費収入　　　　　　5,488,601千円

児童手当収入　 　　　 　　　1,744,605千円

子ども・子育て支援交付金収入　886,065千円

備　　　　　　　考不納欠損額 収入未済額収  入　済　額
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((歳歳　　　　入入））

款 項

１

１

５

３

１

２

((歳歳　　　　出出））

款 項

２

１

１

３

２

１

２

３

４

５

６

１

１ 公 共 用 地 先 行 取 得 費

計

子育て世帯生活支援特別給付金支給事業費

諸 支 出 金

公 共 用 地 先 行 取 得 費

母 子 父 子 福 祉 費

児 童 福 祉 施 設 費

青 少 年 育 成 費

児 童 福 祉 費

児 童 福 祉 総 務 費

児 童 措 置 費

総 務 管 理 費

一 般 管 理 費

民 生 費

目

総 務 費

支   出   済   額

市 債

民 生 債

計

科　　          　　　　目
予   算   現   額

市 債

調     定     額

諸 収 入

延 滞 金 、 加 算 金 及 び 過 料

延 滞 金

雑 入

雑 入

科　　          　　　　目
予   算   現   額

目
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((歳歳　　　　入入））

款 項

１

１

５

３

１

２

((歳歳　　　　出出））

款 項

２

１

１

３

２

１

２

３

４

５

６

１

１ 公 共 用 地 先 行 取 得 費

計

子育て世帯生活支援特別給付金支給事業費

諸 支 出 金

公 共 用 地 先 行 取 得 費

母 子 父 子 福 祉 費

児 童 福 祉 施 設 費

青 少 年 育 成 費

児 童 福 祉 費

児 童 福 祉 総 務 費

児 童 措 置 費

総 務 管 理 費

一 般 管 理 費

民 生 費

目

総 務 費

支   出   済   額

市 債

民 生 債

計

科　　          　　　　目
予   算   現   額

市 債

調     定     額

諸 収 入

延 滞 金 、 加 算 金 及 び 過 料

延 滞 金

雑 入

雑 入

科　　          　　　　目
予   算   現   額

目

(単位：円)

子どもルーム利用料　　　　　  779,749千円

還付未済額　　　　　　　　　　　811,700円

還付未済額　　　　　　　　　　2,268,490円

(単位：円)

児童手当支給　　　　　　　 13,725,160千円

子どもルーム整備・運営　　  2,978,529千円

民間保育園等給付・助成　　 33,232,274千円

翌 年 度 繰 越 額 不     用     額 備　　　　　　　考

収  入　済　額 不納欠損額 収入未済額 備　　　　　　　考
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  母母子子父父子子寡寡婦婦福福祉祉資資金金貸貸付付事事業業特特別別会会計計

((歳歳　　　　入入））

款 項

１

１

１

２

２

１

１

２

３

３

１

１

２

３

((歳歳　　　　出出））

款 項

１

１

１

２

３

寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 事 業 費

父 子 福 祉 資 金 貸 付 事 業 費

計

母子父子寡婦福祉資金貸付事業費

母子父子寡婦福祉資金貸付事業費

母 子 福 祉 資 金 貸 付 事 業 費

予   算   現   額 支   出   済   額

寡 婦 福 祉 資 金 繰 越 金

父 子 福 祉 資 金 繰 越 金

目

貸 付 金 元 利 収 入

母子福祉資金貸付金元利収入

寡婦福祉資金貸付金元利収入

父子福祉資金貸付金元利収入

計

科　　　        　　　目

諸 収 入

予   算   現   額 調     定     額
目

繰 越 金

繰 越 金

母 子 福 祉 資 金 繰 越 金

父 子 福 祉 資 金 繰 入 金

科　　　        　　　目

繰 入 金

繰 入 金

母 子 福 祉 資 金 繰 入 金
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  母母子子父父子子寡寡婦婦福福祉祉資資金金貸貸付付事事業業特特別別会会計計

((歳歳　　　　入入））

款 項

１

１

１

２

２

１

１

２

３

３

１

１

２

３

((歳歳　　　　出出））

款 項

１

１

１

２

３

寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 事 業 費

父 子 福 祉 資 金 貸 付 事 業 費

計

母子父子寡婦福祉資金貸付事業費

母子父子寡婦福祉資金貸付事業費

母 子 福 祉 資 金 貸 付 事 業 費

予   算   現   額 支   出   済   額

寡 婦 福 祉 資 金 繰 越 金

父 子 福 祉 資 金 繰 越 金

目

貸 付 金 元 利 収 入

母子福祉資金貸付金元利収入

寡婦福祉資金貸付金元利収入

父子福祉資金貸付金元利収入

計

科　　　        　　　目

諸 収 入

予   算   現   額 調     定     額
目

繰 越 金

繰 越 金

母 子 福 祉 資 金 繰 越 金

父 子 福 祉 資 金 繰 入 金

科　　　        　　　目

繰 入 金

繰 入 金

母 子 福 祉 資 金 繰 入 金

(単位：円)

(単位：円)

翌 年 度 繰 越 額 不     用     額 備　　　　　　　考

収  入　済　額 備　　　　　　　考不納欠損額 収入未済額
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  公公共共用用地地取取得得事事業業特特別別会会計計

((歳歳　　　　入入））

款 項

１

１

１

２

１

((歳歳　　　　出出））

款 項

２

１

１

計

目

公共用地先行取得事業費

支   出   済   額

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 費

公 共 用 地 取 得 費

市 債

公 共 用 地 取 得 事 業 債

計

科　　          　　　　目
予   算   現   額

目

公共用地先行取得事業収入

繰 入 金

一 般 会 計 繰 入 金

科　　          　　　　目
予   算   現   額 調     定     額
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  公公共共用用地地取取得得事事業業特特別別会会計計

((歳歳　　　　入入））

款 項

１

１

１

２

１

((歳歳　　　　出出））

款 項

２

１

１

計

目

公共用地先行取得事業費

支   出   済   額

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 費

公 共 用 地 取 得 費

市 債

公 共 用 地 取 得 事 業 債

計

科　　          　　　　目
予   算   現   額

目

公共用地先行取得事業収入

繰 入 金

一 般 会 計 繰 入 金

科　　          　　　　目
予   算   現   額 調     定     額

(単位：円)

(単位：円)

翌 年 度 繰 越 額 不     用     額 備　　　　　　　考

備　　　　　　　考不納欠損額 収入未済額収  入　済　額
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（単位：千円）

所
管

１ こども・若者プラン

策 定

＜ 新 規 ＞ 　千葉市こどもプラン（第2期）に引き続き、全てのこども・若者と子育

て家庭への支援などを体系的・総合的に一層推進するため、こども・若者

プランを策定した。

　計画期間　令和7年度～11年度

２ こどもの参画推進

１　こども・若者の力ワークショップ　　参加者数　延 215人

２　こども・若者市役所　　　　　　　　参加者数　延 202人

３　こども・若者フォーラム　　　　　　参加者数　　　75人

３ 子 ど も ル ー ム

整 備 ・ 運 営

　就労などにより昼間家庭に保護者がいない児童を対象に、放課後の遊び

や生活の場を提供する子どもルームの運営、待機児童解消に向けた施設改

修などを行った。

＜　拡　充　＞ １　待機児童解消に向けた学校施設の改修　15か所

＜　拡　充　＞ ２　夏季休業時拡大枠の実施　7か所

＜　拡　充　＞ ３　学習用Ｗｉ－Ｆｉ整備　 64か所

諸収入

　
健
　
全
　
育
　
成
　
課

使用料 国　費

市　債 市　費

県　費

繰入金 市　費

ここ  どど  もも  未未  来来  部部

　１　一 般 会 計

事 務 事 業 名 主　な　施　策　の　概　要　及　び　成　果

国　費 市　費

　
こ

ど

も

企

画

課
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（単位：千円）

所
管

１ こども・若者プラン

策 定

＜ 新 規 ＞ 　千葉市こどもプラン（第2期）に引き続き、全てのこども・若者と子育

て家庭への支援などを体系的・総合的に一層推進するため、こども・若者

プランを策定した。

　計画期間　令和7年度～11年度

２ こどもの参画推進

１　こども・若者の力ワークショップ　　参加者数　延 215人

２　こども・若者市役所　　　　　　　　参加者数　延 202人

３　こども・若者フォーラム　　　　　　参加者数　　　75人

３ 子 ど も ル ー ム

整 備 ・ 運 営

　就労などにより昼間家庭に保護者がいない児童を対象に、放課後の遊び

や生活の場を提供する子どもルームの運営、待機児童解消に向けた施設改

修などを行った。

＜　拡　充　＞ １　待機児童解消に向けた学校施設の改修　15か所

＜　拡　充　＞ ２　夏季休業時拡大枠の実施　7か所

＜　拡　充　＞ ３　学習用Ｗｉ－Ｆｉ整備　 64か所

諸収入

　
健
　
全
　
育
　
成
　
課

使用料 国　費

市　債 市　費

県　費

繰入金 市　費

ここ  どど  もも  未未  来来  部部

　１　一 般 会 計

事 務 事 業 名 主　な　施　策　の　概　要　及　び　成　果

国　費 市　費

　
こ

ど

も

企

画

課

（単位：千円）

所
管

４ 放課後児童健全育成

事 業 補 助 等

　民間事業者が実施する子どもルームの安定的な運営を確保し、児童の健

全育成を図るため、運営経費の一部を助成するとともに、利用を促進する

取組みを実施した。

また、低所得世帯及び多子世帯の利用料を減免する事業者に対し、新た

に助成を行った。

１　運営経費助成　　14事業者

＜　新　規　＞ ２　利用料減免助成　11事業者

５ 青少年サポートセン

タ ー 管 理 運 営

青少年の非行防止と健全な育成を図るため、補導活動、ネットパトロー

ル、相談活動、青少年サポート事業、広報啓発活動などを実施した。

　また、中央コミュニティセンター改修工事に伴い、青少年サポートセン

ター中央の移転事業を実施した。

６ 子ども医療費助成

＜ 拡 充 ＞

子どもの保健の向上と子育て支援の充実を図るため、助成対象を高校3

年生相当年齢まで拡大するほか、小学4年生以上の通院に係る保護者負担

額を1回につき300円に引き下げた。

７ 児 童 手 当 支 給

＜ 拡 充 ＞

  国の「こども未来戦略」に基づき、児童手当を拡充した。

１　所得制限を撤廃

２　高校生年代まで支給期間を延長

３　第3子以降3万円に増額

県　費

諸収入 市　費

　
こ
ど
も
家
庭
支
援
課
（

旧
こ
ど
も
企
画
課
）

県　費

国　費

諸収入

市　費

　
青
少
年
サ
ポ
ー

ト
セ
ン
タ
ー

国　費 市　費

事 務 事 業 名 主　な　施　策　の　概　要　及　び　成　果

　
健
　
全
　
育
　
成
　
課

国　費 県　費 市　費
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（単位：千円）

所
管

８ 子育て世帯訪問支援

＜ 新 規 ＞

　家事・育児などに対して不安・負担を抱えた子育て家庭、妊産婦などが

いる家庭に対して、家事支援や育児支援を行うヘルパーを派遣した。

９ 子ども家庭総合支援

拠 点 管 理 運 営

＜ 拡 充 ＞ 各区に開設した子ども家庭総合支援拠点において、子どもとその家庭、

妊産婦などに対する支援をより適切に実施するため、適正に管理運営を

実施した。

　　令和4年度開設　1か所（中央区）

　　令和5年度開設　2か所（花見川区・稲毛区）

　　令和6年度開設　3か所（若葉区・緑区・美浜区）

子 育 て 短 期 支 援

＜ 拡 充 ＞

子育て世帯の負担軽減を図るため、家庭において子どもを養育するこ

とが一時的に困難となった場合などに、児童福祉施設等において養育・

保護を実施したほか、受け入れを促進するため、施設への専従職員配置

の支援を行った。

民間児童福祉施設

援 護

児童養護施設などにおける医療的ケアニーズの高い子どもへの支援に

＜　拡　充　＞ 対応する補助職員の雇用のための助成などに加え、育児指導や障害児の

受入れ及び支援に対応する補助職員の雇用のための助成を行った。

対象施設　児童養護施設・乳児院・母子生活支援施設・自立援助ホーム

　　　　　・ファミリーホーム

国　費

国　費

県　費

　
こ
　
ど
　
も
　
家
　
庭
　
支
　
援
　
課

事 務 事 業 名 主　な　施　策　の　概　要　及　び　成　果

国　費

市　費

市　債 市　費

県　費 市　費

市　債 市　費
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（単位：千円）

所
管

８ 子育て世帯訪問支援

＜ 新 規 ＞

　家事・育児などに対して不安・負担を抱えた子育て家庭、妊産婦などが

いる家庭に対して、家事支援や育児支援を行うヘルパーを派遣した。

９ 子ども家庭総合支援

拠 点 管 理 運 営

＜ 拡 充 ＞ 各区に開設した子ども家庭総合支援拠点において、子どもとその家庭、

妊産婦などに対する支援をより適切に実施するため、適正に管理運営を

実施した。

　　令和4年度開設　1か所（中央区）

　　令和5年度開設　2か所（花見川区・稲毛区）

　　令和6年度開設　3か所（若葉区・緑区・美浜区）

子 育 て 短 期 支 援

＜ 拡 充 ＞

子育て世帯の負担軽減を図るため、家庭において子どもを養育するこ

とが一時的に困難となった場合などに、児童福祉施設等において養育・

保護を実施したほか、受け入れを促進するため、施設への専従職員配置

の支援を行った。

民間児童福祉施設

援 護

児童養護施設などにおける医療的ケアニーズの高い子どもへの支援に

＜　拡　充　＞ 対応する補助職員の雇用のための助成などに加え、育児指導や障害児の

受入れ及び支援に対応する補助職員の雇用のための助成を行った。

対象施設　児童養護施設・乳児院・母子生活支援施設・自立援助ホーム

　　　　　・ファミリーホーム

国　費

国　費

県　費

　
こ
　
ど
　
も
　
家
　
庭
　
支
　
援
　
課

事 務 事 業 名 主　な　施　策　の　概　要　及　び　成　果

国　費

市　費

市　債 市　費

県　費 市　費

市　債 市　費

（単位：千円）

所
管

児童相談所管理運営

　児童に関する様々な問題について、家庭その他からの相談に応じ、援

との全件共有を行った。

＜　拡　充　＞ 　１　里親養育包括支援事業

＜　拡　充　＞ 　２　夜間休日の相談対応体制

新東部児童相談所

の 整 備

＜ 新 規 ＞ 　新東部児童相談所の整備及び、養護教育センター、発達障害者支援セ

整備するための基本計画を策定した。

　２　母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 （単位：千円）

所
管

１ 母 子 父 子 寡 婦

福 祉 資 金 貸 付

１　母子・父子・寡婦家庭の経済的自立を支援するため修学資金などの

　貸付を行った。

(1)　母子福祉資金貸付　貸付件数　　 　　171　件

　　　　　　　　　　　　うち、新規貸付　81　件　　　　 　　　　　　　　うち、新規貸付　81　件

(2)　父子福祉資金貸付　貸付件数　　　　　12　件

　　　 　　　　　　　　　うち、新規貸付   4　件

(3)　寡婦福祉資金貸付　貸付件数　　 　 　 4  件

　　　 　　　　　　　　　うち、新規貸付   3　件

２　母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき、特別会計の余剰金の国償

　還及び一般会計への繰出を行った。

事 務 事 業 名 主　な　施　策　の　概　要　及　び　成　果

　
こ
　
ど
　
も
　
家
　
庭
　
支
　
援
　
課

繰越金 諸収入

　
東
部
児
童
相
談
所

市　費

ンター、こども発達相談室、地域交流スペースなどを末広3丁目用地に

繰入金

事 務 事 業 名 主　な　施　策　の　概　要　及　び　成　果

　
こ
ど
も
家
庭
支
援
課
・

　
東
部
児
童
相
談
所
・
西
部
児
童
相
談
所

国　費 繰入金

諸収入 市　費

助・支援を行った。また、児童虐待が疑われる事案について、千葉県警
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（単位：千円）

所
管

１ こども誰でも通園

制 度

＜ 新 規 ＞ 　保育所などに通っていないこどもが、保護者の就労要件などを問わず、

月10時間まで市が認定した施設を利用できる制度を試行的に実施した。

１　実施施設　25施設

２　利用状況　利用認定者819人 実利用人数252人 利用時間5,377時間

２ 民間保育園等整備

＜ 拡 充 ＞ 国　費

市　債

１　幼稚園の認定こども園移行支援（定員491人）

　　認定こども園に移行又は定員増する私立幼稚園などに対し、小規模な

　改修などに係る費用を助成した。

　　　改修 　1か所（定員61人）

　　　小規模改修 　3か所（定員250人）

　　（上記のほか、自主整備　7か所（定員180人）（保育所から認定

こども園への移行を含む））

２　事業所内保育事業の認可（定員　地域枠26人）

　　事業所内保育事業を認可した。

　　　施設数　3か所（定員　地域枠26人）

３　民間保育園の整備（定員346人）

　　保育所の新設を行うための費用を助成した。

　　　保育所新設　6か所（定員248人）

　　（上記のほか、小規模保育事業からの移行（自主整備）　

　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 2か所（定員63人増）

　　　　　　　分園設置    1か所（定員30人増）

　　　　　　　公立保育所の民間移管    3か所（定員55人減））

（注）その他、自主整備による定員変更　5か所（定員60人増）

　　　　　　　　　　　　　　1～3合計　31か所　863人

４　保育所等整備に係る賃借料補助

　　特に整備の必要性が高い地域において、一定以上の賃料の物件につい

　て、開園前及び開園後の賃借料に対して助成した。

　　　開園前　2か所　　開園後　1か所

諸収入 市　費

幼幼  児児  教教  育育  ・・  保保  育育  部部

　１　一 般 会 計

事 務 事 業 名 主　な　施　策　の　概　要　及　び　成　果

幼

保

支

援

課

国　費

市　費

県　費
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（単位：千円）

所
管

１ こども誰でも通園

制 度

＜ 新 規 ＞ 　保育所などに通っていないこどもが、保護者の就労要件などを問わず、

月10時間まで市が認定した施設を利用できる制度を試行的に実施した。

１　実施施設　25施設

２　利用状況　利用認定者819人 実利用人数252人 利用時間5,377時間

２ 民間保育園等整備

＜ 拡 充 ＞ 国　費

市　債

１　幼稚園の認定こども園移行支援（定員491人）

　　認定こども園に移行又は定員増する私立幼稚園などに対し、小規模な

　改修などに係る費用を助成した。

　　　改修 　1か所（定員61人）

　　　小規模改修 　3か所（定員250人）

　　（上記のほか、自主整備　7か所（定員180人）（保育所から認定

こども園への移行を含む））

２　事業所内保育事業の認可（定員　地域枠26人）

　　事業所内保育事業を認可した。

　　　施設数　3か所（定員　地域枠26人）

３　民間保育園の整備（定員346人）

　　保育所の新設を行うための費用を助成した。

　　　保育所新設　6か所（定員248人）

　　（上記のほか、小規模保育事業からの移行（自主整備）　

　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 2か所（定員63人増）

　　　　　　　分園設置    1か所（定員30人増）

　　　　　　　公立保育所の民間移管    3か所（定員55人減））

（注）その他、自主整備による定員変更　5か所（定員60人増）

　　　　　　　　　　　　　　1～3合計　31か所　863人

４　保育所等整備に係る賃借料補助

　　特に整備の必要性が高い地域において、一定以上の賃料の物件につい

　て、開園前及び開園後の賃借料に対して助成した。

　　　開園前　2か所　　開園後　1か所

諸収入 市　費

幼幼  児児  教教  育育  ・・  保保  育育  部部

　１　一 般 会 計

事 務 事 業 名 主　な　施　策　の　概　要　及　び　成　果

幼

保

支

援

課

国　費

市　費

県　費

（単位：千円）

所
管

３ 在 宅 子 育 て

家 庭 へ の 支 援

　在宅の子育て家庭への支援のため、エンゼルヘルパー派遣事業や、ファ

ミリー・サポート・センターの利用料金を軽減した。

＜　拡　充　＞ １　エンゼルヘルパー派遣事業

　　低所得世帯、ひとり親世帯に加え、多胎世帯の利用料金を軽減

２　ファミリー・サポート・センター

　　低所得世帯、ひとり親世帯の利用料金を軽減

４ 公立保育所の建替え

　老朽化した公立保育所の建替え・民営化にあたり、園舎の整備や共同

保育などに係る経費を助成するとともに、公立で建て替える保育所の

基本設計・所舎建設を行った。

１　保育園整備・共同保育助成

　　令和7年度開園（民営化）　都・弁天・千城台東第一

２　債務負担行為による保育園整備・共同保育助成

　　令和8年度開園（民営化）　神明

３　基本設計

　　令和9年度開園（公立）    長沼原

　　　　　　　　　　　　　　 高洲第二／高浜第一

４　所舎建設（令和6年度～令和7年度継続）

　　令和8年度開園（公立）    千城台西

５ 幼稚園給付・助成

　保護者の経済的負担を軽減し、幼児教育の振興を図るため、幼児教育・

保育の無償化を実施するとともに、各種助成を行った。

１　子育てのための施設等利用給付　

　　私立幼稚園　48園 　　国立幼稚園　 1園

２　各種助成　

市　費

国　費

国　費 県　費

事 務 事 業 名 主　な　施　策　の　概　要　及　び　成　果

市　債

市　費

繰入金 市　費

　
幼
　
保
　
支
　
援
　
課
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（単位：千円）

所
管

６ 幼 児 教 育 の 推 進

体 制 構 築

　幼児教育と小学校教育の接続の強化を図り、子どもの発達や学びの連続

性を確保するとともに、幼稚園・保育所・認定こども園を通じた幼児教育

の質の向上を図った。

１　幼保こ小連携・接続検討会議の実施

（架け橋プログラムの理解促進）

２　保護者向け啓発リーフレットの印刷・配布

３　幼保こ小合同研修会の実施

７ 民 間 保 育 園 等

給 付 ・ 助 成

　保護者の経済的負担を軽減し、子育て世帯を支援するため、幼児教育・

保育の無償化を実施するとともに、各種助成を行った。

１　民間保育園等給付

２　民間保育園等助成

計
5年度 6年度

126,930人

認定こども園 6,738人 55,925人 62,663人

3歳未満児 3歳以上児

保育園

諸収入 市　費

施設数 年 間 入 所 延 児 童 数

事 務 事 業 名 主　な　施　策　の　概　要　及　び　成　果

幼

保

支

援

課

繰入金

56,075人 70,855人

小規模保育 11,092人 12人 11,104人

施設型給付対象幼稚園 3,945人 3,945人

事業所内保育 3,176人 72人 3,248人

家庭的保育 338人 338人

77,419人 130,809人 208,228人

居宅訪問型保育 0人

幼
　
保
　
支
　
援
　
課
　
・
　
幼

保

運

営

課
　
・
　
幼
　
保
　
指
　
導
　
課

負担金 国　費

県　費 繰入金

合　計
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（単位：千円）

所
管

６ 幼 児 教 育 の 推 進

体 制 構 築

　幼児教育と小学校教育の接続の強化を図り、子どもの発達や学びの連続

性を確保するとともに、幼稚園・保育所・認定こども園を通じた幼児教育

の質の向上を図った。

１　幼保こ小連携・接続検討会議の実施

（架け橋プログラムの理解促進）

２　保護者向け啓発リーフレットの印刷・配布

３　幼保こ小合同研修会の実施

７ 民 間 保 育 園 等

給 付 ・ 助 成

　保護者の経済的負担を軽減し、子育て世帯を支援するため、幼児教育・

保育の無償化を実施するとともに、各種助成を行った。

１　民間保育園等給付

２　民間保育園等助成

計
5年度 6年度

126,930人

認定こども園 6,738人 55,925人 62,663人

3歳未満児 3歳以上児

保育園

諸収入 市　費

施設数 年 間 入 所 延 児 童 数

事 務 事 業 名 主　な　施　策　の　概　要　及　び　成　果

幼

保

支

援

課

繰入金

56,075人 70,855人

小規模保育 11,092人 12人 11,104人

施設型給付対象幼稚園 3,945人 3,945人

事業所内保育 3,176人 72人 3,248人

家庭的保育 338人 338人

77,419人 130,809人 208,228人

居宅訪問型保育 0人

幼
　
保
　
支
　
援
　
課
　
・
　
幼

保

運

営

課
　
・
　
幼
　
保
　
指
　
導
　
課

負担金 国　費

県　費 繰入金

合　計

（単位：千円）

所
管

８ 保 育 の 質 の 確 保

　＜　新　規　＞ １　「ちばし幼児教育・保育人材支援センター」の運営

　＜　新　規　＞ ２　公立保育所における3歳以上児への主食提供　27か所

　＜　拡　充　＞ ３　外国人児童・保護者対応職員配置 5人

　＜　拡　充　＞ ４　キッズゾーンの路面標示整備　49か所（京成千葉中央駅、JR幕張駅

　  JR海浜幕張駅周辺）

５　園庭の無い民間保育園などへのキッズガードの配置助成    41か所

　　

６　民間保育園等巡回指導員配置

　　保育士資格職員　　13人　　栄養士資格職員　　　2人

　　看護師資格職員　　1人

７　保育所等ＩＣＴ化推進　　　システム導入（認可園）　　29か所

　　　　　　　　　　　　　　　多言語翻訳機購入　　　　　10か所

８　保育所等事故防止推進　　　　9か所

９　保育所などにおける性被害防止対策に係る設備支援　　　163か所

10　各種研修の実施

　・サバティカル研修 ・キャリアアップ研修

　・子育て支援員研修 ・施設職員研修（公立）

　・民間保育園等研修助成 ・千葉市保育協議会研修委託

使用料

事 務 事 業 名 主　な　施　策　の　概　要　及　び　成　果

　
幼
　
保
　
支
　
援
　
課
　
・
幼

保

運

営

課

・

幼

保

指

導

課

国　費 県　費

市　費諸収入
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（単位：千円）

所
管

９ 教育・保育人材の

確 保

　保育士の就業継続・離職防止を図るため、保育士等給与改善、宿舎借上

げに対する助成、増加する保育士需要に対応するために保育士修学資金等

貸付などを行った。

１　保育士等給与改善　　　　　　　　　　　対象人数　　　4,014人

２　宿舎借上げ助成　　　　　　　　　　　　対象施設　　　198か所

３　保育士修学資金等貸付　　　　　　　　　対象人数　　　   61人

４　保育士養成施設新卒者の確保　　　　　　対象人数　　　　293人

５　問題解決相談員設置

多様な保育需要への

対 応

　＜　拡　充　＞ １　一時預かり

　　年齢に応じた助成などを拡充

(1)　不定期利用

(2)　定期利用

　

２　休日保育

３　３歳未満児在宅保育支援給付　　　　　   利用延人数　 125人

４　病児・病後児保育　　　　　　　　　     実施施設数 　9か所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 利用児童数　 5,215人

５　医療的ケア児童への対応  公立：3か所

　　　　　　　　　　　　　　　公立保育所等への看護師職員の配置 11人

　　　　　　　　　　　　　　民間：2か所

               　　　         受入実施に係る補助

　
幼

保

運

営

課

・

幼

保

指

導

課

国　費 県　費

市　費

事 務 事 業 名 主　な　施　策　の　概　要　及　び　成　果

市　費

区　分 実施施設数 年間延児童数

　
幼
　
保
　
支
　
援
　
課

・

幼
　
保
　
運
　
営
　
課

・

幼
　
保
　
指
　
導
　
課

使用料 国　費 県　費

諸収入

区　分 実施施設数 年間延児童数

公　立 5か所 3,735人

公　立 5か所 1,900人

民　間 71か所 7,392人

公　立 1か所 241人

民　間 10か所 2,835人

民　間 27か所 9,655人

区　分 実施施設数 年間延児童数
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（単位：千円）

所
管

９ 教育・保育人材の

確 保

　保育士の就業継続・離職防止を図るため、保育士等給与改善、宿舎借上

げに対する助成、増加する保育士需要に対応するために保育士修学資金等

貸付などを行った。

１　保育士等給与改善　　　　　　　　　　　対象人数　　　4,014人

２　宿舎借上げ助成　　　　　　　　　　　　対象施設　　　198か所

３　保育士修学資金等貸付　　　　　　　　　対象人数　　　   61人

４　保育士養成施設新卒者の確保　　　　　　対象人数　　　　293人

５　問題解決相談員設置

多様な保育需要への

対 応

　＜　拡　充　＞ １　一時預かり

　　年齢に応じた助成などを拡充

(1)　不定期利用

(2)　定期利用

　

２　休日保育

３　３歳未満児在宅保育支援給付　　　　　　　　 利用延人数　　 125人

４　病児・病後児保育　　　　　　　　　　　　　 実施施設数 　　9か所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 利用児童数　 5,215人

５　医療的ケア児童への対応  公立：3か所

　　　　　　　　　　　　　　　公立保育所等への看護師職員の配置 11人

　　　　　　　　　　　　　　民間：2か所

               　　　         受入実施に係る補助
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国　費 県　費

市　費

事 務 事 業 名 主　な　施　策　の　概　要　及　び　成　果

市　費

区　分 実施施設数 年間延児童数
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・
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営
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・
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課

使用料 国　費 県　費

諸収入

区　分 実施施設数 年間延児童数

公　立 5か所 3,735人

公　立 5か所 1,900人

民　間 71か所 7,392人

公　立 1か所 241人

民　間 10か所 2,835人

民　間 27か所 9,655人

区　分 実施施設数 年間延児童数

（単位：千円）

所
管

民 間 保 育 園 等

改築（改修）助成

　良好な保育環境の確保を促進し、施設面の保育の質向上を図るため、老

朽化した民間保育園などの改築や大規模修繕に係る費用を助成した。

　＜　新　規　＞ １　改築

　認定こども園　　　2か所

　　認定こども園ひまわり幼稚園ほか1か所

２　大規模修繕

　民間保育園　　  　1か所

　　みつわ台保育園
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・
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事 務 事 業 名 主　な　施　策　の　概　要　及　び　成　果

国　費 県　費

市　債 市　費
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